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資 料

九州各県の衛生環境研究所における調査研究への取り組みについて

General Survey about the Contents of Investigation and Research,
by Prefectural Research Institute for Environment and Public Health on Kyushu

德 永 惠 一 吉 留 加奈子 赤 﨑 昭 一１

１ はじめに

鹿児島県環境保健センター（以下「センター」とい

う ）は，県民の健康増進と本県の環境保全に貢献する。

ため，環境・保健衛生行政を科学的・技術的側面から支

援する試験・検査機関である。各部は専門分野に関し継

続的な調査研究を実施しているが，横断的に情報を共有

することは数少ない。環境保健部は，調査研究の企画調

整を行う部であることから，センター各研究部の取り組

みについて把握し，また，九州各県の動向をふまえた助

言等を行えるよう情報の収集整理を行った。

２ 調査

センター各研究部の試験検査及び調査研究への取り組

み状況を把握するために 直近の過去6年度分の所報 第， （

12号～第17号）から得られた情報を体系化し，調査研究

管理委員会の資料から調査研究の課題名のリスト化を行

った。さらに，九州各県の衛生環境研究所の調査研究へ

の取り組み状況を知るために地方衛生研究所全国協議会

及び全国環境研究所協議会の九州支部に所属する13機関

（ 。） ，のうち県が設置する8機関 センターを除く について

発行が確認された直近の過去5年分の所報（もしくは年

報 ，及びホームページ上に掲載されている情報等を収）

集・分類し，センターにおける取り組みとの比較を行っ

。 。 ，た 調査に使用した所報号数について表1に示す なお

佐賀県環境センターについては平成20年度から所報を刊

行せずホームページにおいて業務概要等のデータの公開

のみを行っているため，以降の調査には含めていない。

３ 結果及び考察

３．１ 所報の発行

３．１．１ 所報発行の形態について

地方自治体が設置する衛生・環境研究所（以下「研究

所」という ）は，依頼のあった試験検査等の業務報告。

や，自ら企画立案した調査研究に係る成果を世間に広く

公表するため，各年度ごとに所報の発行を行っている。

センターでは，所報の発行にあたり「鹿児島県環境保健

センター所報編集規定（以下「編集規定」という 」。）

及び「同原稿執筆要領」に則り原稿の作成から所報の発

行までを行っている。

表1 調査に使用した所報号数

発行年度（和暦）
研究機関名

22 23 24 25 26 27 28

12 13 14 15 16 17鹿児島県環境保健センター

39 40 41 42 43福岡県保健環境研究所

32 33 34 35 36佐賀県衛生薬業センター

57 58 59 60 61長崎県環境保健研究センター

41 42 43 44 45熊本県保健環境科学研究所

39 40 41 42 43大分県衛生環境研究センター

23 24 25 26 27宮崎県衛生環境研究所

46 47 48 49 50沖縄県衛生環境研究所

近年では，インターネットの普及に伴い，自ホームペ

ージに電子ファイル化した所報を掲載する傾向がみられ

る。センターを除く九州各県研究所の8機関のうち7機関

においても，冊子体又は電子ファイルによる所報の発行

が行われているが，そのうち，センターが冊子体の送付

を受けているのは4機関であり，所報を発行している研

究所の半分程度となっていた。さらに，九州外の研究所

（63機関）についても確認したところ，2016年10月時点

で，センターが冊子体の所報の送付を受けた研究所は全

体の半分程度（31機関）となっており，近年の傾向とし

， 。て 冊子体での所報発行が徐々に減少傾向となっていた

研究所によっては，冊子体での所報発行を中止後にコン
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パクトディスクによる所報データの送付も見られたが，

数年後には，ホームページ上での電子ファイル公開のみ

となっていた。このことは，電子化の推進によるペーパ

ーレス化，及び研究所の運営費用の縮減に伴う所報発行

費用の削減等の諸般の事情によりもたらされたと考えら

れる。

３．１．２ 所報の構成について

センターの所報は内容ごとに，センターの概要，業務

報告及び調査研究報告の3部に分けられる。センターの

， ， ，概要は 沿革 施設・人員の概要及び決算状況を掲載し

業務報告は，年間活動及び研究部の業務概要を掲載して

いる。調査研究報告は，前年度以前に研究員が実施した

調査研究課題についての成果報告であり，結論等の学術

的な完成度によって掲載区分ごとに振り分けて論文を掲

載している。掲載区分は原著，ノート及び資料の3分類

であり，学術的に価値が高いと判断した結論や知見を含

， ，むものを原著 断片的に得られた知見についてはノート

。 ，結果紹介としたものを資料として分類している 原著は

学術的な完成度から，単年度での調査研究の成果報告に

よる論文作成は困難であり，複数年にわたって行う課題

調査研究の期間終了後の報告や，過去に行った課題調査

研究の成果等を総括した論文として作成されている。ノ

ートは課題調査研究の調査期間中の中間報告，資料は自

主調査研究や研究員が行う試験検査業務から得られた知

。 ，見に関する報告として論文作成が行われている 従って

センターの過去10年間の論文報告数132報の内，資料が

全体の8割強にあたる113報であり，残りは原著が4報，

ノートが15報であった（表2 。）

表2 過去10年間のセンター所報研究報告論文数

発 行 年 環境保健部 微生物部 食品薬事部 大気部 水質部 合計

原著 ノート 資料 原著 ノート 資料 原著 ノート 資料 原著 ノート 資料 原著 ノート 資料 原著 ノート 資料 総数（号）

1 2 5 1 4 3 1 15 162006（7）

3 3 5 3 2 2 1 3 5 11 192007（8）

1 2 1 4 5 2 2 2 15 172008（9）

1 2 2 3 2 2 9 112009 10（ ）

2 2 1 2 2 1 8 82010 11（ ）

2 4 1 1 4 12 122011 12（ ）

2 2 4 2 1 1 2 1 1 12 142012 13（ ）

4 1 2 3 1 1 2 10 122013 14（ ）

3 1 3 1 2 1 2 9 112014 15（ ）

5 3 3 1 12 122015 16（ ）

3 8 10 1 35 2 26 1 24 1 4 18 4 15 113 132合計

表3 センター概要及び業務報告の構成

施設・人員の概要 年間活動 業務報告

沿革 組織 職員 転出 施設 主要 主要 歳入 平面 主要 研修 講師 学会 学会 研修 来訪 業務 研究 評価 抄録 発行研究機関名

図 名簿 退出 設備 機器 歳出 図 行事 指導 派遣 発表 参加 受講 者 概要 概要 結果 履歴

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○鹿児島県環境保健センター

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○福岡県保健環境研究所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○佐賀県衛生薬業センター

○ ○ ＊1 ○ ○ ＊2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊3 ○長崎県環境保健研究センター

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊3 ○熊本県保健環境科学研究所

○ ○ ＊1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＊3大分県衛生環境研究センター

○ ○ ＊1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○宮崎県衛生環境研究所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○沖縄県衛生環境研究所

＊1 職員配置表もしくは所属人員数のみの記載 ＊2 新たに取得した備品のみを一覧化 ＊3 業務概要中に研究概要を記載

次に，所報の構成について，九州内の研究所で比較し

たところ，項目内の内容や順番について若干の差異は認

， （ ），められるが ほぼ類似する内容が記載されており 表3

九州外の研究所についても同様であった。調査研究報告
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の掲載区分については，福岡県が4つに分類しており，

宮崎県は分類せず，年度ごとの結果報告を含め，全て調

査研究として論文を作成していた。センターと同様に3

つに分類していたのは，佐賀県，大分県及び沖縄県であ

った。調査研究の報告論文は，調査研究を行う前の実態

調査，複数年にわたって取り組んだ調査研究の期間終了

後の総括もしくは年ごとの中間報告や，単年ごとに取り

組む調査研究の成果報告，試験検査業務の年間報告，検

査業務で確認された事例の報告のいずれかであり，各県

で異なった掲載区分の分類をしていた。

なお，九州外では広島県や長野県のように業務報告と

調査研究報告を別冊として発行する研究所や，愛知県や

岡山県のように調査研究報告のみを発行している研究所

も見受けられた。

３．１．３ 所報内容と発行時期について

センター所報は，編集規定によって，年一回発行して

おり，現在は，年内発行となるように編集作業を実施し

ている。また，所報原稿は項目又は研究報告論文毎に電

子ファイル化し，ホームページ上に分割して掲載してい

るが，表3に示す項目のうち，施設・人員の概要及び年

間活動については掲載しておらず，冊子体に限り収集可

能な情報となっている。

， ，所報の編集作業を行う上で 業務報告及び研究報告は

前年度の実績を反映させているのに対し，センターの概

要は現年度の情報を反映させている。そのため，表紙に

記載された発行年度及びセンターの概要と，業務報告及

び調査研究報告の掲載内容には時間差が生じることにな

る（表4 。特に，調査研究報告の論文については，佐賀）

県及び宮崎県は論文中に作成した研究部門の明記があっ

たが，前年度の成果について当年度に論文掲載を行うた

め，前担当者が筆頭著者となった場合に，作成を行った

研究部門が不明確となることがあった。他研究所の所報

でも，筆頭著者が前年度担当者であるのに対し，職員名

簿が当年度に対応している，もしくは，職員名簿の掲載

がないことにより，論文作成者の所属する研究部門が不

明確で，業務概要から論文作成を行った研究部門を推定

することもあった。また，センターの所報は表紙と背表

紙に西暦で発行年，表紙に和暦で発行年月を記載してい

るが，同様に発行年を記載していたのは沖縄県のみであ

った。他研究所の所報表紙の記載は，掲載している業務

報告及び研究報告の内容に対応し，前年度が表記されて

いた。

ホームページ上の掲載の方法については，ほとんどの

県が，全体版と分割版（項目毎）の両方もしくは片方を

掲載しており，冊子体の発行も行っている4機関で確認

したところ，沖縄県を除く3機関（福岡県，大分県及び

宮崎県）については，冊子体と同程度の電子データをイ

ンターネットから入手することが可能であった。沖縄県

については，第47号に限り全体版の掲載があるものの，

他号は調査研究等の報告論文のみが掲載されており，業

務概要についての情報は冊子体からの収集のみが可能で

あった。

表4 掲載内容の対応年次

作成年度対応 前年度対応

沿革，職員名簿，転出退職 歳入・歳出決算

概要 者一覧，施設，主要設備，

主要機器、配置図

主要行事，研修指導，講師

業務 等派遣，学会発表，学会等

参加，技術研修会受講，来

報告 訪見学者，業務概要，調査

研究概要，抄録

研究 著者（筆頭） 報告内容

報告

３．２ センターにおける調査研究

センターの課題調査研究は，多くが3年間を一つの期

間として，予算を伴い行われる調査研究であり，所報で

， 。は 調査研究概要の経常調査研究として掲載されている

課題調査研究は，効率的かつ効果的な実施と活性化及び

透明性の確保を図るため，2011年度から調査期間の前後

及び中間において外部有識者による評価を受けることと

している。

所報に掲載されている調査研究課題の一覧には，課題

調査研究だけでなく，センター内の規定である調査研究

実施要綱において，経常調査研究に区分されているもの

も含まれている。調査研究課題の一覧では，経常調査研

究の課題数は5もしくは6題あり，その内訳は各部1題ず

つの課題調査研究4題と，大気部が実施している経常研

究1題（2015，2016年度は2題）であった。課題調査研究

の結果については，一部の課題を除いて，調査期間中も

しくは期間終了後の所報において，成果報告の論文が掲

載されている。

調査研究報告の論文は，前述した課題調査研究に関す

るものの他に，自主調査研究の成果報告，試験検査業務

において得られた知見に対する解析，新たに導入する分

析機器や手法に関する検討についての掲載であった。

自主調査研究は，研究員が試験検査業務の傍らで実施

しているものであり，成果報告のための論文作成が行わ

。 ， ，れている これらは 通常行う試験検査業務への活用や

課題調査研究として取り組むべき課題の実態把握として

利用されている。なお，調査研究課題の一覧には記載さ
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れていない。

センターの組織は6部に分かれ，4部が主な研究部門と

して調査研究や試験検査の業務にあたっており，環境分

野は大気部及び水質部，衛生分野は微生物部及び食品薬

事部が業務を担当している。業務の詳細については，所

報の業務概要を参照していただきたい。

３．３ 九州各県における調査研究

３．３．１ 福岡県

福岡県保健環境研究所は，年報の公表を冊子体及びホ

ームページの両媒体にて行っており，調査時までにセン

ター送付が確認された年報第43号から第39号までを対象

として調査を行った。

福岡県の研究部門は3部9課に分かれており，生物多様

性や外来生物を調査研究の対象とする環境生物課，医療

情報を調査研究の対象とする企画情報管理課，測定技術

の開発等に特化した計測技術課，廃棄物の環境影響を調

査する廃棄物課のように，他県では業務担当が兼務であ

ったり，研究機能を持たない分野に対しても専門の研究

部門が設置され，広域的に調査研究を行っていた。

調査研究業務は，研究課ごとに1～複数題の研究課題

に取り組んでおり，研究期間は，3年間を基本としてい

た。研究期間終了後は，調査研究終了報告書として簡潔

にまとめられており，報告論文は，必ずしも作成されて

。 ， ，いなかった ただし 調査研究として取り組まれる前に

実態調査を行い問題を提起する論文の作成が見られる場

合もあった。所報掲載の論文数は，過去5年間で増加傾

向であり，環境及び衛生の両分野とも掲載数が増えてい

た（図1 。論文の種類は，試験検査業務の結果や事故等）

事例を報告する資料が多く，全体で6割程度であった。

残りの4割については，新たな技術や所見を記した原著

及び短報が半分ずつであった。

図1 福岡県保健環境研究所年報の論文掲載数

調査研究の実施にあたっては，研究費の一部を日本学

術振興会や(公財)住友財団など外部基金からの助成を受

， ，けるなど 研究費の外部獲得に積極的に取り組んでおり

， ， ，また 共著者に他自治体研究所 大学等の研究機関及び

医師等の医療従事者を迎え，さらに，技術協力や調査協

力として，福岡県工業技術センターなどの県内公設研究

機関や，県機関・団体・企業と連携するなど，調査研究

の価値向上を図っていた。

３．３．２ 佐賀県

佐賀県は環境及び衛生に関する研究機関が個別に設置

されており，環境分野は佐賀県環境センターが，衛生分

野は佐賀県衛生薬業センターがそれぞれ担当していた。

佐賀県衛生薬業センターは，所報をホームページでの

公表のみ行っており，調査時に確認した所報第36号から

第32号までを対象として調査を行った。調査期間中に，

食品化学課と環境衛生課が理化学課に統合される再編が

見受けられた。

調査研究業務は他研究課や，大学など県内外の研究機

関などとの共同研究，または，公設研究所が行う共同研

究の九州ブロック事務局となって研究推進を図っている

ようであった。業務概要の記載内容から，調査研究に関

する内容の読み取りは困難であった。

所報掲載の論文数は過去5年間で，ほぼ横ばいであっ

たが，直近の3年間に限定するると減少傾向が見られた

（図2 。）

図2 佐賀県衛生薬業センター所報の論文掲載数

論文の種類は事例・資料が多く，全体で8割程度であ

った。調査研究及び技術資料の論文では，研究所内他課

や他機関（県警本部科学捜査研究所）との共著も見受け

られた。
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３．３．３ 長崎県

長崎県環境保健研究センターは，所報をホームページ

での公表のみ行っており，調査時に確認した所報第61号

から第57号までを対象として調査を行った。調査期間中

に組織改正があり，研究部の再編（環境科の分割及び企

画情報課の統合，研究部の分割）が見受けられた。

調査研究は，所報の業務概要から経常研究，行政要望

課題及び戦略プロジェクト研究（第58号まで）等の種類

が確認された。行政要望課題について，以前は各研究部

門に課題が分散していたが，直近の3年間は大村湾や諫

早湾干拓調整池等の閉鎖性水域の水質浄化に対して取り

組まれているようであった。他分野の研究課題は経常研

究として取り組みが見受けられた。

所報掲載の論文数は，掲載数の比較で福岡県に次いで

多く，過去5年間で，増加の傾向がみられた（図3 。論）

文の種類は報文と資料に分かれており，9割程度が資料

として掲載されている。環境科の再編前も含め，環境分

野の論文数は，行政要望課題を担当する地球環境科の方

が多かった。

調査研究の実施について，県内外の研究機関との連携

を積極的に行っていることもあり，共著者として外部職

員（長崎大，秋田県，長崎市）の協力や，調査協力に民

間の企業や団体が多く挙がっていた。

図3 長崎県環境保健研究センター所報の論文掲載数

３．３．４ 熊本県

熊本県保健環境科学研究所は，所報をホームページで

の公表のみ行っており，調査時に確認した所報第45号か

ら第41号までを対象として調査を行った。

調査研究への取り組みについて，所報の業務実績から

読み取りを行った。微生物科学部及び大気科学部は一つ

のテーマを複数年かけて取り組んでいるのに対し，生活

化学部及び水質科学部は単年ごとに新たな研究テーマに

取り組んでいた。各研究部は年度ごとに調査研究の報告

論文を作成していた。

所報掲載の論文は，報文と資料に分類しており，掲載

数は半分ずつであった。微生物科学部及び大気科学部は

報文より資料の掲載数が多く，逆に，生活化学部及び水

。 ，質科学部は資料より報文の掲載数が多かった 全体では

論文の掲載数は減少傾向が見られた（図4 。論文の共著）

者として，他県の農業試験場や大学等の研究員，県内医

療機関の職員も名を連ねており，他機関との連携も見て

とれた。なお，第41号の報文にはセンター微生物部に所

属していた職員も共著者として記載されている。

図4 熊本県保健環境科学研究所所報の論文掲載数

３．３．５ 大分県

大分県衛生環境研究センターは，年報の公表を冊子体

及びホームページの両媒体にて行っており，調査時まで

にセンター送付が確認された年報第43号から第39号まで

を対象として調査を行った。

調査研究への取り組みについて，年報からの情報が少

なかったため，ホームページに記載された情報を確認し

た。テーマごとの研究期間は，1～3年とばらつきが見ら

れた 水質担当の温泉に関する調査 及び微生物担当 細。 ， （

菌）のレジオネラ属菌に関わる研究については，調査の

対象や手法を変えながら継続したテーマへの取り組みが

行われていた。微生物担当の論文掲載数は，他担当と比

， ，較して多かったが 業務報告に関するものが中心であり

研究成果の論文報告については微生物担当以外で多く見

られた。

所報掲載の論文は，種類を3つに分類しており，資料

が全体の半分程度，調査・事例が3割，残りが報文であ

った。論文の掲載数は第39号が他号の倍近くあったが，

残りの号での掲載数はあまり変わらなかった（図5 。）

掲載数の多かった第39号では，それ以前の所報と比較し

ても論文の掲載数が多く，化学担当及び大気・特定化学

物質担当の報文及び調査・事例の論文作成が多かった。
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外部との連携については，共著者での記載は少なかっ

たが，他自治体，大学等の研究機関や民間の企業や団体

の調査協力に対する謝辞の記載が多く見られた。

図5 大分県衛生環境研究センター年報の論文掲載数

３．３．６ 宮崎県

宮崎県衛生環境研究所は，年報の公表を冊子体及びホ

ームページの両媒体にて行っており，調査時までにセン

ター送付が確認された年報第27号から第23号までを対象

として調査を行った。

調査研究について所報の事業概要から読み取りを行っ

た。環境分野は他県のように水質と大気で分かれておら

ず，環境科学部として業務を行っていた。調査研究課題

は，調査期間3年間を基本として実施しており，センタ

ーと同様に調査期間の前後及び中間において，外部有識

者による評価を受けていた。外部有識者の評価を受ける

課題は各部1～2題ずつ取り組んでいるようであったが，

評価対象とならない課題についても研究成果発表会を実

施し，情報の発信を行っているようであった。

所報掲載の論文は，種類を分けず，年度ごとの調査報

， 。告も含め 全て調査研究として論文の作成を行っていた

論文の掲載数は第25号が，他号の半分程度となった以外

は，毎号，同程度であった（図6 。）

外部との連携については，共著者として他県研究所や

大学等の研究機関の職員が見受けられた。

図6 宮崎県衛生環境研究所年報の論文掲載数

３．３．７ 沖縄県

沖縄県衛生環境研究所は，所報の公表を冊子体及びホ

ームページの両媒体にて行っており，調査時までにセン

ター送付が確認された年報第50号から第46号までを対象

として調査を行った。なお，ホームページ公表について

は，他県と異なり，業務概要の項目を掲載せず，研究論

文のみを掲載していた。研究部門については地理的特徴

も相まって，ハブ等の危険生物や有害動物を研究の対象

とする生物生態グループの設置が見られた。調査期間中

に組織改正があり，研究部の再編（衛生分野の班，グル

ープの再編成）が見受けられた。

調査研究の内容については，他県では確認されないよ

うな課題がいくつか見られた。研究期間は1～複数年ま

であったが，ほとんどの課題は，調査事業や共同研究の

一環として，複数年での取り組みが行われていた。

所報掲載の論文は，3種類に分かれていたが，その一

つである総説は，調査期間中に第50号に生物生態グルー

プが作成した1報のみであった。論文掲載の内訳は，単

，年度の検査報告や事例紹介が中心となる資料が6割程度

。 ，調査研究が3割程度であった 論文の掲載数については

あまり変動は見られなかった（図7 。）

外部との協力については，現地での実態調査やアンケ

ート調査が多いため，調査地区の自治体や民間団体，県

外自治体研究所や大学等の研究機関との協力が見られ

た。
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図7 沖縄県衛生環境研究所報の論文掲載数

３．４ 各分野の調査研究

次に，各分野ごとの調査研究への取り組みについて示

す。分野の呼称はセンター各研究部の名称を使用してい

るため，各研究所の業務が類似する研究部門を該当する

分野に集約している。

３．４．１ 微生物分野

各研究所の所報ごとの論文掲載数は他研究部門と比較

して多かった。各県とも共通して，感染症発生動向調査

事業や感染症流行予測調査事業に係る報告の概説や詳細

化したものが見られた。

調査期間中に論文作成が多かったものとして，各県で

発生した食中毒や集団感染などの問題事例を詳細に調査

したものや，重症熱性血小板減少症候群（ ）に対SFTS

する調査が多く見られた。

特徴的な取り組みとして，感染症流行予測調査事業に

関する調査に追加する形式で実施している熊本県（蚊の

日本脳炎ウイルス保有調査）や，福岡県・宮崎県（ポリ

オウイルスを含むエンテロウイルスを対象とした環境水

サーベランス のような調査 結核菌の分子疫学解析 福） ， （

岡県，宮崎県，長崎県，大分県の実施報告あり ，共通）

感染症実態調査（宮崎県 ，レジオネラ菌の衛生管理手）

法に関する研究（大分県 ，野外捕獲及び動物付着した）

マダニの ウイルス保有状況比較（熊本県）などがSFTS

あった。

３．４．２ 食品薬事分野

各研究所とも，迅速分析法や一斉分析法等の検査の条

件検討もしくは妥当性評価が共通して見られた。次に，

多く見られたのが自然毒の分析法や検査体制についての

検討（熊本県：テトロドトキシン・有毒キノコ・植物性

自然毒，長崎県：マリントキシン，佐賀県：貝毒，沖縄

：シガテラ）であった。

特徴的なものとしては，遺伝子検査法を用いた調査研

究（大分県：水産物鑑別）や業務報告（沖縄県：遺伝子

組換え食品，福岡県・宮崎県・沖縄県：食品の放射性物

質検査）などがあった。

３．４．３ 大気分野

各研究所とも， に対する調査（成分濃度，組成PM2.5

分析）や発生源解析に関する報告が多く見られた。他に

は，光化学オキシダントや酸性雨モニタリングに関する

報告も行われていた。

に関して特徴的な報告として，熊本県の粒子形PM2.5

状に着目したものや長崎県の健康影響を調査しているも

のがあった。また，熊本県は の越境移流に関するPM2.5

解析のために，国立環境研究所Ⅱ型共同研究で得られた

他県のデータを解析に使用しているものもあった。

大分県や熊本県は大気測定車を使用して，測定局との

， ，差違を評価する調査や 宮崎県が新燃岳噴火の影響調査

沖縄県が米軍基地に関連した調査（航空機騒音，原子力

潜水艦寄港による環境放射能への影響）などを行ってい

た。

３．４．４ 水質分野

各研究所とも，公共用水域の水質常時監視調査から環

境基準が非達成であった水域の原因調査や考察が多く見

受けられた。

水質分野は，他分野と比較して研究所ごとに注力する

分野が広域的であった。福岡県は分析法の検討と調査事

例の報告，長崎県は閉鎖性水域の水質改善を目指した方

策の検討，熊本県は地下水に関連した調査，大分県は温

泉の泉質調査，宮崎県は底生動物を利用した河川の水質

評価の検討，沖縄県は赤土流出による水質への影響調査

のように，各研究所が特色を持った分野で調査研究に取

り組んでいた。

４ まとめ

九州各県の取り組みを調べるために，各研究所が公表

している所報等から情報の収集を行った。各研究所の行

う調査研究業務は，試験検査業務を基本としており，分

析手法の開発や特殊事例の解析を中心に行われている

が，いくつかの調査研究は，汚染改善や予防対策のよう

に課題解決を目指す研究内容であった。各研究所が取り

組んでいる課題は，影響する地域が限局するものから，

九州全域に広がっているものまで様々であった。各研究

所は，他の公設研究所や大学・企業等の研究機関との共

， ，同研究や 関連する民間団体等との協力などを得ながら
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研究課題に対してより効率的な取り組みへの模索が見受

けられた。

近年のセンターの調査研究は共同研究や調査協力のよ

うな外部との連携が減少傾向であり，所報における報告

も研究部門内で完結しているものが多くなっていた。今

後も，調査研究の効率的な実施を目指して，各研究所の

情報収集を行い，各研究部門への情報提供を行っていき

たい。

鹿児島県は，桜島，鹿児島湾，奄美群島をはじめとし

た地理的な特徴が多く，それらに関連する環境・衛生分

野の問題点が散見される。しかしながら，センターの機

能として関与できる問題点が限定されることもある。限

定的に関与が可能な問題点について，効果的なアプロー

チを目指し，他機関が類似する問題点について取り組ん

だ成果についての報告論文が非常に有益な情報となる。

また，県内で露見していない問題点についての情報を事

， 。 ，前に得ることで 対策を講じることも可能となる 逆に

センターが先駆けて取り組むこととなった問題点につい

ての情報を正確に提供出来れば，他機関にとっての有益

な情報となる。

今回の調査は，所報やホームページなど公開されてい

る情報のみを収集し，調査を行った。情報の収集源とし

， 。て 最も利用したのは各研究所が発行する所報であった

， ，所報は 各研究所が独自に作成を行っているものであり

そこからの情報収集は，情報の均質化を考慮する必要が

あった。逆に，センターの所報から情報を参照してもら

うためには，正確な情報の掲載と，掲載した情報を正確

に読み取ってもらえるように注意しながら編集を行う必

要があると考えられる。


